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れといったものは見 られなかった。 しか し、2000年 代に入って、世界の幼児教育への注目という
背景 もあって、急速に幼児教育政策へ力を注 ぐようになった。中でも国 ・公立期間以外には殆 ど
政府支援がなかった現況を打破 し、質高い幼児教育の提供が国家の大きな責務であるとの自覚の







内容 と特徴を明らかにすることである。韓国では2007年12月 に第7次 の幼稚園教育課程の改訂が
行われた。2009年3月から施行されているこの教育課程は、なかなかに興味深い内容を有 している。
第二には、韓国では初めて作成 された、保育施設に関する国家水準教育課程である「標準保育



















る第三者評価制度の実施を可能にした、大 きな背景要因であったことを指摘 してお くにとどめた
い。
　他方、幼稚園に関する第三者関評価制度に関 して概観すると、2000年度から2002年 度にかけて、
李基淑教授をチーム長 として行われたBK21プ ロジェク ト、「幼稚園評価制度研究」が嚆矢である。
この研究では実際に韓国全土の幼稚園を対象 としたサンプリング調査 も行われた。 しかし、それ
は具体化 しなかった。その原因の一つは施設側の、評価制度に対する認識の弱さにあった。
















　第1に、共通指標:(<資 料1>参 照)が 有る。これは評価委員によって評価が行われる際に使
用 されるもので、いわば本評価システムの主要内容 となっている。
　共通指標の大項 目は4つ で構成されている、その内容はa教 育課程領域(4項 目65点)、b.教 育
環境(2項 目45点)、c.健 康 ・安全領域(3項 目40点)、　d,運営管理(4項 目40点)





<資 料1>幼 稚園評価指標:教 育科学部 『幼稚園評価便覧』(2008>よ り
第2に、 自己評価である。 自己評価 は① 幼稚園の現状把握 と発展課題の発見、②.評 価団提供


























第1は 、「設立類型別 ・地域別評価結果」に関するものである。このデータ(<表1>参 照)に よ
れば、公立幼稚園の方が私立幼稚園より評価結果が高いこと、及び町村所在幼稚園の方が大都市
や中都市所在のものより点数が高いことを示 している。
〈表1:設 立類型別 ・地域別評価結果〉:『韓国教育年鑑』2009年 度版p92
第2は 、幼稚園評価 に参加 した結果に関する現況調査の結果である(<表2:幼 稚園評価参加
成果〉。 この調査は育児政策開発センターによるものだが、その結果では、『教育課程の運営内
実化』に大 きな成果があったことが示 されている。このシステムの設立者たちにとっては、大変







最後の部分に示 されている認証参加施設は29、084カ 所、実に86.8%の 参加率は、誇 らしげに輝
いているようである。
以上の歩みを支えた理論的かつ社会的は意見については、多 くの研究者の意見がある。今ここ








て、政府はこのような社会的要求に対応 して1991年 、乳幼児保育法を制定して、1995年 か ら3年
間保育施設拡充計画を推進した。その結果、乳幼児の保育施設は量的に急速に成長をして、2005
年6月 末現在、全国的に28,040力所の保育施設で972,391名 の乳幼児が保育サービスを提供 されて
いる(女 性家族部、2005)。 しか し、保育施設拡充計画の施策結果が評価 されて、保育施設が乳
幼児に適切で望ましい保育サービスを提供 しているか という点において、そして父母の要求を適




















を準備 しようとして、「保育施設評価認証制モデル開発(保 健福祉部、2003.4～12)」 研究が実施
されて、2004年1月 、乳幼児保育法(第30条)が 改訂 されて、保育施設評価認証制度導入根拠が準
備 された。ついで2004年10月 には 「保育施設評価認証制事務局」を女性家族部傘下機構 として設
























2>こ れを通 じて我が国の未来の主翼たる乳幼児に快適で安全な保育環境 を造成して、健康な
成長 と発達を促進できるようにすること






















で実施 しつつある本制度の レーゾンデー トルは、なんといっても本制度の本質 とはなにか、及び
その実効性について、 どの程度広範囲な支持が得 られるかがスター ト時点での大問題であったの
は周知のことだか らである。ここでは、その実現過程で政府サイドの要人 としてリーダー シップ













スの標準を樹立 して、個別保育施設が自発的に志願 してサービスの質評価 を受けて、認証機関















提供するよう支援 して、環境 ・人力 ・プログラム等、質的水準に対する情報提供で、保育受容者
が保育施設を合理的に選択するよう支援もしている。」
ここには、韓国政府並びに韓国幼児教育 ・保育研究者が,こ の制度導入という大 きな課題につ











ことがある。 これは詳細な父母に対するアンケー トも用意されてお り、注目に値する。第三に、
保育所評価指標が、幼稚園評価指標よりも詳 しい内容構成 となっている。それだけ、保育施設に
対する評価認証の難 しさを示しているものといえる。
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